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(57)【要約】
【課題】治具を保持する保持機構を大型化することなく
、治具の直動運動を可能にする治具保持装置及び医療用
観察装置を提供する。
【解決手段】治具保持装置は、所定の治具を、当該治具
の周囲から、脱着可能に保持する保持部と、保持部に保
持される治具の周囲に設けられて治具を直線運動させる
直動駆動部と、を有する保持機構を備える。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の治具を、当該治具の周囲から、脱着可能に保持する保持部と、
　前記保持部に保持される前記治具の周囲に配置されて前記治具を直線運動させる直動駆
動部と、
　を有する保持機構を備えた、治具保持装置。
【請求項２】
　前記保持機構が、前記保持部に保持される前記治具の周囲に配置されて前記直線運動の
方向に沿った軸線を中心に前記治具を回転運動させる回転駆動部を有する、請求項１に記
載の治具保持装置。
【請求項３】
　前記直動駆動部と前記回転駆動部とが前記直線運動の方向に沿って直列に配置される、
請求項２に記載の治具保持装置。
【請求項４】
　前記保持機構が、前記保持部により前記治具を保持する際の保持力を付与する予圧機構
を備える、請求項１に記載の治具保持装置。
【請求項５】
　前記保持力が、ユーザによって前記治具を取り外し可能な大きさである、請求項４に記
載の治具保持装置。
【請求項６】
　前記保持部は、ドレープを介して前記治具を保持する、請求項１に記載の治具保持装置
。
【請求項７】
　前記保持部による前記治具の保持位置を決める位置決め機構を備える、請求項１に記載
の治具保持装置。
【請求項８】
　前記位置決め機構は、前記保持部の内周部及び前記治具の外周部のうちのいずれか一方
に設けられた係止部と、前記保持部の内周部及び前記治具の外周部のうちの他方に設けら
れて前記係止部が係止可能な係合部と、を備える、請求項７に記載の治具保持装置。
【請求項９】
　前記保持部は、前記治具に装着される固定部材を介して前記治具を保持する、請求項１
に記載の治具保持装置。
【請求項１０】
　前記固定部材が、金属材料からなる、請求項９に記載の治具保持装置。
【請求項１１】
　前記固定部材が、前記治具に対して脱着可能である、請求項９に記載の治具保持装置。
【請求項１２】
　前記保持部の内周部及び前記固定部材の外周部のうちのいずれか一方に設けられた係止
部と、前記保持部の内周部及び前記固定部材の外周部のうちの他方に設けられて前記係止
部が係止可能な係合部と、を含む位置決め機構を備える、請求項９に記載の治具保持装置
。
【請求項１３】
　前記直動駆動部が、超音波モータである、請求項１に記載の治具保持装置。
【請求項１４】
　前記回転駆動部が、超音波モータである、請求項２に記載の治具保持装置。
【請求項１５】
　前記直動駆動部及び前記回転駆動部が、１つの超音波モータにより構成される、請求項
２に記載の治具保持装置。
【請求項１６】
　前記直動駆動部が、リニアモータである、請求項１に記載の治具保持装置。
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【請求項１７】
　前記回転駆動部が、電磁モータである、請求項２に記載の治具保持装置。
【請求項１８】
　前記治具保持装置は、アーム部及び関節部を有する支持アーム装置であって、
　前記支持アーム装置の姿勢の変化によって前記治具の位置が変化する、請求項１に記載
の治具保持装置。
【請求項１９】
　内視鏡と、
　前記内視鏡を、当該内視鏡の周囲から、脱着可能に保持する保持部と、
　前記保持部に保持された前記内視鏡の周囲に設けられて前記内視鏡を直線運動させる直
動駆動部と、
　を有する保持機構を備えた、医療用観察装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、治具保持装置及び医療用観察装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、内視鏡や鉗子、レトラクタを始めとする種々の手術用の治具を保持する保持機構
又は保持装置は、手術中の医師の視野やワーキングスペースを確保するために、あるいは
、手術室内の多くの機材の配置を妨げないために、小型化が課題となっている。保持装置
としては、例えば、先端部に治具を保持する保持機構を有する支持アーム装置が挙げられ
る。保持機構として、中空形状を有し、中空部分で治具を保持する保持機構がある。
【０００３】
　ここで、手術中に、医師の求める位置に治具を移動させ、その場で保持させるためには
、アクチュエータやブレーキ機構が必要になる。かかるアクチュエータやブレーキ機構を
保持機構に搭載すると、保持機構が大型化するおそれがある。これに対して、特許文献１
には、挿入部先端に設けた超音波振動子を、挿入部内に延在させた回転軸の先端部に取付
け、当該回転軸を回転させて超音波振動子を走査駆動するようにした超音波内視鏡であっ
て、回転軸を、当該回転軸と同心的に配置した超音波モータにより回転駆動するよう構成
した超音波内視鏡が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭６３－２７００３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、特許文献１に記載の超音波内視鏡は、医師が手に持って操作する形式の内視鏡
を意図して構成されている。このため、回転軸の軸方向への直動動作は医師によって行わ
れることが前提とされており、直動動作を行わせるための駆動部は設けられていない。治
具を支持アーム装置等の保持装置に保持させる場合には、大きな直動動作はアームの姿勢
制御により行わせることができるが、小さな直動動作はアームの姿勢を変化させずに行わ
せることができるとより効率的であると考えられる。
【０００６】
　そこで、本開示では、治具を保持する保持機構を大型化することなく、治具の直動運動
を可能にする、新規かつ改良された治具保持装置及び医療用観察装置を提案する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
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　本開示によれば、所定の治具を、当該治具の周囲から、脱着可能に保持する保持部と、
保持部に保持される治具の周囲に設けられて治具を直線運動させる直動駆動部と、を有す
る保持機構を備えた、治具保持装置が提供される。
【０００８】
　また、本開示によれば、内視鏡と、内視鏡を脱着可能に保持する保持部と、保持部の周
囲に設けられて内視鏡を直線運動させる直動駆動部と、を有する保持機構を備えた、医療
用観察装置が提供される。
【発明の効果】
【０００９】
　以上説明したように本開示によれば、治具を保持する保持機構を大型化することなく、
治具の直動運動を可能にすることができる。なお、上記の効果は必ずしも限定的なもので
はなく、上記の効果とともに、または上記の効果に代えて、本明細書に示されたいずれか
の効果、または本明細書から把握され得る他の効果が施されてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本開示の治具保持装置を適用可能な内視鏡手術システムの概略的な構成の一例を
示す図である。
【図２】図１に示すカメラヘッド及びＣＣＵの機能構成の一例を示すブロック図である。
【図３】本開示の第１の実施の形態にかかる治具保持装置の保持機構を示す斜視図である
。
【図４】同実施形態にかかる治具保持装置の保持機構の構成例を示す断面図である。
【図５】図４のＩ－Ｉの位置に対応する保持機構の断面を示す模式図である。
【図６】図４のＩＩ－ＩＩの位置に対応する保持機構の断面を示す模式図である。
【図７】内視鏡を保持機構から取り外す様子を示す説明図である。
【図８】清潔域と不潔域とを示す説明図である。
【図９】位置決め機構の構成例を示す説明図である。
【図１０】内視鏡取付け時の位置決め機構の作用を示す説明図である。
【図１１】内視鏡取外し時の位置決め機構の作用を示す説明図である。
【図１２】同実施形態にかかる治具保持装置の使用状態を示す説明図である。
【図１３】比較例にかかる治具保持装置の使用状態を示す説明図である。
【図１４】本開示の第２の実施の形態にかかる治具保持装置の保持機構の構成例を示す断
面図である。
【図１５】図１４のＩＩＩ－ＩＩＩの位置に対応する保持機構の断面の断面図である。
【図１６】図１４のＩＶ－ＩＶの位置に対応する保持機構の断面の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下に添付図面を参照しながら、本開示の好適な実施の形態について詳細に説明する。
なお、本明細書及び図面において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については
、同一の符号を付することにより重複説明を省略する。
【００１２】
　なお、説明は以下の順序で行うものとする。
　１．内視鏡手術システムの基本構成
　　１－１．支持アーム装置（治具保持装置）
　　１－２．内視鏡
　　１－３．カートに搭載される各種の装置
　　１－４．支持アーム装置の具体的構成
　　１－５．光源装置
　　１－６．カメラヘッド及びＣＣＵ
　２．第１の実施の形態（超音波モータを用いる例）
　　２－１．保持機構の基本構成
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　　２－２．回転駆動部
　　２－３．直動駆動部
　　２－４．清潔域及び不潔域
　　２－５．位置決め機構
　　２－６．ワーキングスペースの拡大
　３．第２の実施の形態（電磁モータを用いる例）
　　３－１．回転駆動部
　　３－２．直動駆動部
【００１３】
＜＜１．内視鏡手術システムの基本構成＞＞
　まず、本開示に係る技術を適用可能な内視鏡手術システムの構成のうち、後で説明する
各実施の形態に共通する基本構成について説明する。
【００１４】
　図１は、本開示に係る技術が適用され得る内視鏡手術システム５０００の概略的な構成
の一例を示す図である。図１では、術者（医師）５０６７が、内視鏡手術システム５００
０を用いて、患者ベッド５０６９上の患者５０７１に手術を行っている様子が図示されて
いる。図示するように、内視鏡手術システム５０００は、内視鏡５００１と、その他の術
具５０１７と、内視鏡５００１を支持する支持アーム装置５０２７と、内視鏡下手術のた
めの各種の装置が搭載されたカート５０３７と、から構成される。
【００１５】
　内視鏡手術では、腹壁を切って開腹する代わりに、トロッカ５０２５ａ～５０２５ｄと
呼ばれる筒状の開孔器具が腹壁に複数穿刺される。そして、トロッカ５０２５ａ～５０２
５ｄから、内視鏡５００１の鏡筒５００３や、その他の術具５０１７が患者５０７１の体
腔内に挿入される。図示する例では、その他の術具５０１７として、気腹チューブ５０１
９、エネルギー処置具５０２１及び鉗子５０２３が、患者５０７１の体腔内に挿入されて
いる。エネルギー処置具５０２１は、高周波電流や超音波振動により、組織の切開及び剥
離、又は血管の封止等を行う処置具である。ただし、図示する術具５０１７はあくまで一
例であり、術具５０１７としては、例えば攝子、レトラクタ等、一般的に内視鏡下手術に
おいて用いられる各種の術具が用いられてよい。
【００１６】
　内視鏡５００１によって撮影された患者５０７１の体腔内の術部の画像が、表示装置５
０４１に表示される。術者５０６７は、表示装置５０４１に表示された術部の画像をリア
ルタイムで見ながら、エネルギー処置具５０２１や鉗子５０２３を用いて、例えば患部を
切除する等の処置を行う。なお、図示は省略しているが、気腹チューブ５０１９、エネル
ギー処置具５０２１及び鉗子５０２３は、手術中に、術者５０６７又は助手等によって支
持される。
【００１７】
　＜１－１．支持アーム装置（治具保持装置）＞
　支持アーム装置５０２７は、ベース部５０２９から延伸するアーム部５０３１を備える
。図示する例では、アーム部５０３１は、関節部５０３３ａ，５０３３ｂ，５０３３ｃ，
及びリンク５０３５ａ，５０３５ｂから構成されており、アーム制御装置５０４５からの
制御指令により駆動される。アーム部５０３１によって内視鏡５００１が支持され、その
位置及び姿勢が制御される。これにより、内視鏡５００１の安定的な位置の固定が実現さ
れ得る。支持アーム装置５０２７に内視鏡５００１が支持されることにより、内視鏡観察
装置が構成される。
【００１８】
　＜１－２．内視鏡＞
　内視鏡５００１は、先端から所定の長さの領域が患者５０７１の体腔内に挿入される鏡
筒５００３と、鏡筒５００３の基端に接続されるカメラヘッド５００５と、から構成され
る。図示する例では、硬性の鏡筒５００３を有するいわゆる硬性鏡として構成される内視
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鏡５００１を図示しているが、内視鏡５００１は、軟性の鏡筒５００３を有するいわゆる
軟性鏡として構成されてもよい。
【００１９】
　鏡筒５００３の先端には、対物レンズが嵌め込まれた開口部が設けられている。内視鏡
５００１には光源装置５０４３が接続されており、当該光源装置５０４３によって生成さ
れた光が、鏡筒５００３の内部に延設されるライトガイドによって当該鏡筒５００３の先
端まで導光され、対物レンズを介して患者５０７１の体腔内の観察対象に向かって照射さ
れる。なお、内視鏡５００１は、直視鏡であってもよいし、斜視鏡又は側視鏡であっても
よい。
【００２０】
　カメラヘッド５００５の内部には光学系及び撮像素子が設けられており、観察対象から
の反射光（観察光）は当該光学系によって当該撮像素子に集光される。当該撮像素子によ
って観察光が光電変換され、観察光に対応する電気信号、すなわち観察像に対応する画像
信号が生成される。当該画像信号は、ＲＡＷデータとしてカメラコントロールユニット（
ＣＣＵ：Camera　Control　Unit）５０３９に送信される。なお、カメラヘッド５００５
には、その光学系を適宜駆動させることにより、倍率及び焦点距離を調整する機能が搭載
される。
【００２１】
　なお、例えば立体視（３Ｄ表示）等に対応するために、カメラヘッド５００５には撮像
素子が複数設けられてもよい。この場合、鏡筒５００３の内部には、当該複数の撮像素子
のそれぞれに観察光を導光するために、リレー光学系が複数系統設けられる。
【００２２】
　＜１－３．カートに搭載される各種の装置＞
　ＣＣＵ５０３９は、ＣＰＵ（Central　Processing　Unit）やＧＰＵ（Graphics　Proce
ssing　Unit）等によって構成され、内視鏡５００１及び表示装置５０４１の動作を統括
的に制御する。具体的には、ＣＣＵ５０３９は、カメラヘッド５００５から受け取った画
像信号に対して、例えば現像処理（デモザイク処理）等の、当該画像信号に基づく画像を
表示するための各種の画像処理を施す。ＣＣＵ５０３９は、当該画像処理を施した画像信
号を表示装置５０４１に提供する。また、ＣＣＵ５０３９は、カメラヘッド５００５に対
して制御信号を送信し、その駆動を制御する。当該制御信号には、倍率や焦点距離等、撮
像条件に関する情報が含まれ得る。
【００２３】
　表示装置５０４１は、ＣＣＵ５０３９からの制御により、当該ＣＣＵ５０３９によって
画像処理が施された画像信号に基づく画像を表示する。内視鏡５００１が例えば４Ｋ（水
平画素数３８４０×垂直画素数２１６０）又は８Ｋ（水平画素数７６８０×垂直画素数４
３２０）等の高解像度の撮影に対応したものである場合、及び／又は３Ｄ表示に対応した
ものである場合には、表示装置５０４１としては、それぞれに対応して、高解像度の表示
が可能なもの、及び／又は３Ｄ表示可能なものが用いられ得る。４Ｋ又は８Ｋ等の高解像
度の撮影に対応したものである場合、表示装置５０４１として５５インチ以上のサイズの
ものを用いることで一層の没入感が得られる。また、用途に応じて、解像度、サイズが異
なる複数の表示装置５０４１が設けられてもよい。
【００２４】
　光源装置５０４３は、例えばＬＥＤ（light　emitting　diode）等の光源から構成され
、術部を撮影する際の照射光を内視鏡５００１に供給する。
【００２５】
　アーム制御装置５０４５は、例えばＣＰＵ等のプロセッサによって構成され、所定のプ
ログラムに従って動作することにより、所定の制御方式に従って支持アーム装置５０２７
のアーム部５０３１の駆動を制御する。
【００２６】
　入力装置５０４７は、内視鏡手術システム５０００に対する入力インタフェースである
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。ユーザは、入力装置５０４７を介して、内視鏡手術システム５０００に対して各種の情
報の入力や指示入力を行うことができる。例えば、ユーザは、入力装置５０４７を介して
、患者の身体情報や、手術の術式についての情報等、手術に関する各種の情報を入力する
。また、例えば、ユーザは、入力装置５０４７を介して、アーム部５０３１を駆動させる
旨の指示や、内視鏡５００１による撮像条件（照射光の種類、倍率及び焦点距離等）を変
更する旨の指示、エネルギー処置具５０２１を駆動させる旨の指示等を入力する。
【００２７】
　入力装置５０４７の種類は限定されず、入力装置５０４７は各種の公知の入力装置であ
ってよい。入力装置５０４７としては、例えば、マウス、キーボード、タッチパネル、ス
イッチ、フットスイッチ５０５７及び／又はレバー等が適用され得る。入力装置５０４７
としてタッチパネルが用いられる場合には、当該タッチパネルは表示装置５０４１の表示
面上に設けられてもよい。
【００２８】
　あるいは、入力装置５０４７は、例えばメガネ型のウェアラブルデバイスやＨＭＤ（He
ad　Mounted　Display）等の、ユーザによって装着されるデバイスであり、これらのデバ
イスによって検出されるユーザのジェスチャや視線に応じて各種の入力が行われる。また
、入力装置５０４７は、ユーザの動きを検出可能なカメラを含み、当該カメラによって撮
像された映像から検出されるユーザのジェスチャや視線に応じて各種の入力が行われる。
更に、入力装置５０４７は、ユーザの声を収音可能なマイクロフォンを含み、当該マイク
ロフォンを介して音声によって各種の入力が行われる。このように、入力装置５０４７が
非接触で各種の情報を入力可能に構成されることにより、特に清潔域に属するユーザ（例
えば術者５０６７）が、不潔域に属する機器を非接触で操作することが可能となる。また
、ユーザは、所持している術具から手を離すことなく機器を操作することが可能となるた
め、ユーザの利便性が向上する。
【００２９】
　処置具制御装置５０４９は、組織の焼灼、切開又は血管の封止等のためのエネルギー処
置具５０２１の駆動を制御する。気腹装置５０５１は、内視鏡５００１による視野の確保
及び術者の作業空間の確保の目的で、患者５０７１の体腔を膨らめるために、気腹チュー
ブ５０１９を介して当該体腔内にガスを送り込む。レコーダ５０５３は、手術に関する各
種の情報を記録可能な装置である。プリンタ５０５５は、手術に関する各種の情報を、テ
キスト、画像又はグラフ等各種の形式で印刷可能な装置である。
【００３０】
　以下、内視鏡手術システム５０００において特に特徴的な構成について、更に詳細に説
明する。
【００３１】
　＜１－４．支持アーム装置（治具保持装置）の具体的構成＞
　支持アーム装置５０２７は、基台であるベース部５０２９と、ベース部５０２９から延
伸するアーム部５０３１と、を備える。図示する例では、アーム部５０３１は、複数の関
節部５０３３ａ，５０３３ｂ，５０３３ｃと、関節部５０３３ｂによって連結される複数
のリンク５０３５ａ，５０３５ｂと、から構成されているが、図１では、簡単のため、ア
ーム部５０３１の構成を簡略化して図示している。実際には、アーム部５０３１が所望の
自由度を有するように、関節部５０３３ａ～５０３３ｃ及びリンク５０３５ａ，５０３５
ｂの形状、数及び配置、並びに関節部５０３３ａ～５０３３ｃの回転軸の方向等が適宜設
定され得る。例えば、アーム部５０３１は、好適に、６自由度以上の自由度を有するよう
に構成され得る。これにより、アーム部５０３１の可動範囲内において内視鏡５００１を
自由に移動させることが可能になるため、所望の方向から内視鏡５００１の鏡筒５００３
を患者５０７１の体腔内に挿入することが可能になる。
【００３２】
　関節部５０３３ａ～５０３３ｃにはアクチュエータが設けられており、関節部５０３３
ａ～５０３３ｃは当該アクチュエータの駆動により所定の回転軸まわりに回転可能に構成
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されている。当該アクチュエータの駆動がアーム制御装置５０４５によって制御されるこ
とにより、各関節部５０３３ａ～５０３３ｃの回転角度が制御され、アーム部５０３１の
駆動が制御される。これにより、内視鏡５００１の位置及び姿勢の制御が実現され得る。
この際、アーム制御装置５０４５は、力制御又は位置制御等、各種の公知の制御方式によ
ってアーム部５０３１の駆動を制御することができる。
【００３３】
　例えば、術者５０６７が、入力装置５０４７（フットスイッチ５０５７を含む）を介し
て適宜操作入力を行うことにより、当該操作入力に応じてアーム制御装置５０４５によっ
てアーム部５０３１の駆動が適宜制御され、内視鏡５００１の位置及び姿勢が制御されて
よい。当該制御により、アーム部５０３１の先端の内視鏡５００１を任意の位置から任意
の位置まで移動させた後、その移動後の位置で固定的に支持することができる。なお、ア
ーム部５０３１は、いわゆるマスタースレイブ方式で操作されてもよい。この場合、アー
ム部５０３１は、手術室から離れた場所に設置される入力装置５０４７を介してユーザに
よって遠隔操作され得る。
【００３４】
　また、力制御が適用される場合には、アーム制御装置５０４５は、ユーザからの外力を
受け、その外力にならってスムーズにアーム部５０３１が移動するように、各関節部５０
３３ａ～５０３３ｃのアクチュエータを駆動させる、いわゆるパワーアシスト制御を行っ
てもよい。これにより、ユーザが直接アーム部５０３１に触れながらアーム部５０３１を
移動させる際に、比較的軽い力で当該アーム部５０３１を移動させることができる。従っ
て、より直感的に、より簡易な操作で内視鏡５００１を移動させることが可能となり、ユ
ーザの利便性を向上させることができる。
【００３５】
　ここで、一般的に、内視鏡下手術では、スコピストと呼ばれる医師によって内視鏡５０
０１が支持されていた。これに対して、支持アーム装置５０２７を用いることにより、人
手によらずに内視鏡５００１の位置をより確実に固定することが可能になるため、術部の
画像を安定的に得ることができ、手術を円滑に行うことが可能になる。
【００３６】
　なお、アーム制御装置５０４５は必ずしもカート５０３７に設けられなくてもよい。ま
た、アーム制御装置５０４５は必ずしも１つの装置でなくてもよい。例えば、アーム制御
装置５０４５は、支持アーム装置５０２７のアーム部５０３１の各関節部５０３３ａ～５
０３３ｃにそれぞれ設けられてもよく、複数のアーム制御装置５０４５が互いに協働する
ことにより、アーム部５０３１の駆動制御が実現されてもよい。
【００３７】
　＜１－５．光源装置＞
　光源装置５０４３は、内視鏡５００１に術部を撮影する際の照射光を供給する。光源装
置５０４３は、例えばＬＥＤ、レーザ光源又はこれらの組み合わせによって構成される白
色光源から構成される。このとき、ＲＧＢレーザ光源の組み合わせにより白色光源が構成
される場合には、各色（各波長）の出力強度及び出力タイミングを高精度に制御すること
ができるため、光源装置５０４３において撮像画像のホワイトバランスの調整を行うこと
ができる。また、この場合には、ＲＧＢレーザ光源それぞれからのレーザ光を時分割で観
察対象に照射し、その照射タイミングに同期してカメラヘッド５００５の撮像素子の駆動
を制御することにより、ＲＧＢそれぞれに対応した画像を時分割で撮像することも可能で
ある。当該方法によれば、当該撮像素子にカラーフィルタを設けなくても、カラー画像を
得ることができる。
【００３８】
　また、光源装置５０４３は、出力する光の強度を所定の時間ごとに変更するようにその
駆動が制御されてもよい。その光の強度の変更のタイミングに同期してカメラヘッド５０
０５の撮像素子の駆動を制御して時分割で画像を取得し、その画像を合成することにより
、いわゆる黒つぶれ及び白とびのない高ダイナミックレンジの画像を生成することができ
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る。
【００３９】
　また、光源装置５０４３は、特殊光観察に対応した所定の波長帯域の光を供給可能に構
成されてもよい。特殊光観察では、例えば、体組織における光の吸収の波長依存性を利用
して、通常の観察時における照射光（すなわち、白色光）に比べて狭帯域の光を照射する
ことにより、粘膜表層の血管等の所定の組織を高コントラストで撮影する、いわゆる狭帯
域光観察（Narrow　Band　Imaging）が行われる。あるいは、特殊光観察では、励起光を
照射することにより発生する蛍光により画像を得る蛍光観察が行われてもよい。蛍光観察
では、体組織に励起光を照射し当該体組織からの蛍光を観察するもの（自家蛍光観察）、
又はインドシアニングリーン（ICG）等の試薬を体組織に局注するとともに当該体組織に
その試薬の蛍光波長に対応した励起光を照射し蛍光像を得るもの等が行われ得る。光源装
置５０４３は、このような特殊光観察に対応した狭帯域光及び／又は励起光を供給可能に
構成され得る。
【００４０】
　＜１－６．カメラヘッド及びＣＣＵ＞
　図２を参照して、内視鏡５００１のカメラヘッド５００５及びＣＣＵ５０３９の機能に
ついてより詳細に説明する。図２は、図１に示すカメラヘッド５００５及びＣＣＵ５０３
９の機能構成の一例を示すブロック図である。
【００４１】
　図２を参照すると、カメラヘッド５００５は、その機能として、レンズユニット５００
７と、撮像部５００９と、駆動部５０１１と、通信部５０１３と、カメラヘッド制御部５
０１５と、を有する。また、ＣＣＵ５０３９は、その機能として、通信部５０５９と、画
像処理部５０６１と、制御部５０６３と、を有する。カメラヘッド５００５とＣＣＵ５０
３９とは、伝送ケーブル５０６５によって双方向に通信可能に接続されている。
【００４２】
　まず、カメラヘッド５００５の機能構成について説明する。レンズユニット５００７は
、鏡筒５００３との接続部に設けられる光学系である。鏡筒５００３の先端から取り込ま
れた観察光は、カメラヘッド５００５まで導光され、当該レンズユニット５００７に入射
する。レンズユニット５００７は、ズームレンズ及びフォーカスレンズを含む複数のレン
ズが組み合わされて構成される。レンズユニット５００７は、撮像部５００９の撮像素子
の受光面上に観察光を集光するように、その光学特性が調整されている。また、ズームレ
ンズ及びフォーカスレンズは、撮像画像の倍率及び焦点の調整のため、その光軸上の位置
が移動可能に構成される。
【００４３】
　撮像部５００９は撮像素子によって構成され、レンズユニット５００７の後段に配置さ
れる。レンズユニット５００７を通過した観察光は、当該撮像素子の受光面に集光され、
光電変換によって、観察像に対応した画像信号が生成される。撮像部５００９によって生
成された画像信号は、通信部５０１３に提供される。
【００４４】
　撮像部５００９を構成する撮像素子としては、例えばＣＭＯＳ（Complementary　Metal
　Oxide　Semiconductor）タイプのイメージセンサであり、Ｂａｙｅｒ配列を有するカラ
ー撮影可能なものが用いられる。なお、当該撮像素子としては、例えば４Ｋ以上の高解像
度の画像の撮影に対応可能なものが用いられてもよい。術部の画像が高解像度で得られる
ことにより、術者５０６７は、当該術部の様子をより詳細に把握することができ、手術を
より円滑に進行することが可能となる。
【００４５】
　また、撮像部５００９を構成する撮像素子は、３Ｄ表示に対応する右目用及び左目用の
画像信号をそれぞれ取得するための１対の撮像素子を有するように構成される。３Ｄ表示
が行われることにより、術者５０６７は術部における生体組織の奥行きをより正確に把握
することが可能になる。なお、撮像部５００９が多板式で構成される場合には、各撮像素
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子に対応して、レンズユニット５００７も複数系統設けられる。
【００４６】
　また、撮像部５００９は、必ずしもカメラヘッド５００５に設けられなくてもよい。例
えば、撮像部５００９は、鏡筒５００３の内部に、対物レンズの直後に設けられてもよい
。
【００４７】
　駆動部５０１１は、アクチュエータによって構成され、カメラヘッド制御部５０１５か
らの制御により、レンズユニット５００７のズームレンズ及びフォーカスレンズを光軸に
沿って所定の距離だけ移動させる。これにより、撮像部５００９による撮像画像の倍率及
び焦点が適宜調整され得る。
【００４８】
　通信部５０１３は、ＣＣＵ５０３９との間で各種の情報を送受信するための通信装置に
よって構成される。通信部５０１３は、撮像部５００９から得た画像信号をＲＡＷデータ
として伝送ケーブル５０６５を介してＣＣＵ５０３９に送信する。この際、術部の撮像画
像を低レイテンシで表示するために、当該画像信号は光通信によって送信されることが好
ましい。手術の際には、術者５０６７が撮像画像によって患部の状態を観察しながら手術
を行うため、より安全で確実な手術のためには、術部の動画像が可能な限りリアルタイム
に表示されることが求められるからである。光通信が行われる場合には、通信部５０１３
には、電気信号を光信号に変換する光電変換モジュールが設けられる。画像信号は当該光
電変換モジュールによって光信号に変換された後、伝送ケーブル５０６５を介してＣＣＵ
５０３９に送信される。
【００４９】
　また、通信部５０１３は、ＣＣＵ５０３９から、カメラヘッド５００５の駆動を制御す
るための制御信号を受信する。当該制御信号には、例えば、撮像画像のフレームレートを
指定する旨の情報、撮像時の露出値を指定する旨の情報、並びに／又は撮像画像の倍率及
び焦点を指定する旨の情報等、撮像条件に関する情報が含まれる。通信部５０１３は、受
信した制御信号をカメラヘッド制御部５０１５に提供する。なお、ＣＣＵ５０３９からの
制御信号も、光通信によって伝送されてもよい。この場合、通信部５０１３には、光信号
を電気信号に変換する光電変換モジュールが設けられ、制御信号は当該光電変換モジュー
ルによって電気信号に変換された後、カメラヘッド制御部５０１５に提供される。
【００５０】
　なお、上記のフレームレートや露出値、倍率、焦点等の撮像条件は、取得された画像信
号に基づいてＣＣＵ５０３９の制御部５０６３によって自動的に設定される。つまり、い
わゆるＡＥ（Auto　Exposure）機能、ＡＦ（Auto　Focus）機能及びＡＷＢ（Auto　White
　Balance）機能が内視鏡５００１に搭載される。
【００５１】
　カメラヘッド制御部５０１５は、通信部５０１３を介して受信したＣＣＵ５０３９から
の制御信号に基づいて、カメラヘッド５００５の駆動を制御する。例えば、カメラヘッド
制御部５０１５は、撮像画像のフレームレートを指定する旨の情報及び／又は撮像時の露
光を指定する旨の情報に基づいて、撮像部５００９の撮像素子の駆動を制御する。また、
例えば、カメラヘッド制御部５０１５は、撮像画像の倍率及び焦点を指定する旨の情報に
基づいて、駆動部５０１１を介してレンズユニット５００７のズームレンズ及びフォーカ
スレンズを適宜移動させる。カメラヘッド制御部５０１５は、更に、鏡筒５００３やカメ
ラヘッド５００５を識別するための情報を記憶する機能を備えてもよい。
【００５２】
　なお、レンズユニット５００７や撮像部５００９等の構成を、気密性及び防水性が高い
密閉構造内に配置することで、カメラヘッド５００５について、オートクレーブ滅菌処理
に対する耐性を持たせることができる。
【００５３】
　次に、ＣＣＵ５０３９の機能構成について説明する。通信部５０５９は、カメラヘッド
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５００５との間で各種の情報を送受信するための通信装置によって構成される。通信部５
０５９は、カメラヘッド５００５から、伝送ケーブル５０６５を介して送信される画像信
号を受信する。この際、上記のように、当該画像信号は好適に光通信によって送信され得
る。この場合、光通信に対応して、通信部５０５９には、光信号を電気信号に変換する光
電変換モジュールが設けられる。通信部５０５９は、電気信号に変換した画像信号を画像
処理部５０６１に提供する。
【００５４】
　また、通信部５０５９は、カメラヘッド５００５に対して、カメラヘッド５００５の駆
動を制御するための制御信号を送信する。当該制御信号も光通信によって送信されてよい
。
【００５５】
　画像処理部５０６１は、カメラヘッド５００５から送信されたＲＡＷデータである画像
信号に対して各種の画像処理を施す。当該画像処理としては、例えば現像処理、高画質化
処理（帯域強調処理、超解像処理、ＮＲ（Noise　reduction）処理及び／又は手ブレ補正
処理等）、並びに／又は拡大処理（電子ズーム処理）等、各種の公知の信号処理が含まれ
る。また、画像処理部５０６１は、ＡＥ、ＡＦ及びＡＷＢを行うための、画像信号に対す
る検波処理を行う。
【００５６】
　画像処理部５０６１は、ＣＰＵやＧＰＵ等のプロセッサによって構成され、当該プロセ
ッサが所定のプログラムに従って動作することにより、上述した画像処理や検波処理が行
われ得る。なお、画像処理部５０６１が複数のＧＰＵによって構成される場合には、画像
処理部５０６１は、画像信号に係る情報を適宜分割し、これら複数のＧＰＵによって並列
的に画像処理を行う。
【００５７】
　制御部５０６３は、内視鏡５００１による術部の撮像、及びその撮像画像の表示に関す
る各種の制御を行う。例えば、制御部５０６３は、カメラヘッド５００５の駆動を制御す
るための制御信号を生成する。この際、撮像条件がユーザによって入力されている場合に
は、制御部５０６３は、当該ユーザによる入力に基づいて制御信号を生成する。あるいは
、内視鏡５００１にＡＥ機能、ＡＦ機能及びＡＷＢ機能が搭載されている場合には、制御
部５０６３は、画像処理部５０６１による検波処理の結果に応じて、最適な露出値、焦点
距離及びホワイトバランスを適宜算出し、制御信号を生成する。
【００５８】
　また、制御部５０６３は、画像処理部５０６１によって画像処理が施された画像信号に
基づいて、術部の画像を表示装置５０４１に表示させる。この際、制御部５０６３は、各
種の画像認識技術を用いて術部画像内における各種の物体を認識する。例えば、制御部５
０６３は、術部画像に含まれる物体のエッジの形状や色等を検出することにより、鉗子等
の術具、特定の生体部位、出血、エネルギー処置具５０２１使用時のミスト等を認識する
ことができる。制御部５０６３は、表示装置５０４１に術部の画像を表示させる際に、そ
の認識結果を用いて、各種の手術支援情報を当該術部の画像に重畳表示させる。手術支援
情報が重畳表示され、術者５０６７に提示されることにより、より安全かつ確実に手術を
進めることが可能になる。
【００５９】
　カメラヘッド５００５及びＣＣＵ５０３９を接続する伝送ケーブル５０６５は、電気信
号の通信に対応した電気信号ケーブル、光通信に対応した光ファイバ、又はこれらの複合
ケーブルである。
【００６０】
　ここで、図示する例では、伝送ケーブル５０６５を用いて有線で通信が行われていたが
、カメラヘッド５００５とＣＣＵ５０３９との間の通信は無線で行われてもよい。両者の
間の通信が無線で行われる場合には、伝送ケーブル５０６５を手術室内に敷設する必要が
なくなるため、手術室内における医療スタッフの移動が当該伝送ケーブル５０６５によっ
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て妨げられる事態が解消され得る。
【００６１】
＜＜２．第１の実施の形態＞＞
　次に、本開示の第１の実施の形態にかかる治具保持装置の構成例について詳細に説明す
る。以下に説明する治具保持装置は、内視鏡を保持する支持アーム装置として構成された
例であり、支持アーム装置に内視鏡が保持されることにより医療用観察装置が構成される
。
【００６２】
　＜２－１．保持機構の基本構成＞
　図３は、支持アーム装置における、内視鏡１０が保持される保持機構１００が設けられ
た先端部を示す斜視図である。図３に示した例では、リンク５の端部に、関節部８を介し
て保持機構１００が連結されている。保持機構１００は、リンク５の長さ方向に対して直
交する回転軸線Ａ２を中心に軸回転可能に連結されている。かかる関節部８には、図示し
ないアクチュエータが設けられており、アーム制御装置５０４５からの制御指令により、
保持機構１００が回転軸線Ａ２の軸回りに回転する。
【００６３】
　保持機構１００は、内視鏡１０を脱着可能に保持する。保持機構１００に保持される内
視鏡１０の軸線Ａ１は、回転軸線Ａ２に直交する。つまり、内視鏡１０の軸線Ａ１は、リ
ンク５の長さ方向に平行な平面上に配置され、内視鏡１０は、保持機構１００によって当
該平面上を回転可能に保持される。ただし、保持機構１００により保持される内視鏡１０
の軸線Ａ１の方向は、かかる例に限定されない。
【００６４】
　保持機構１００は、保持筐体１０５と、駆動部１１０とを備える。駆動部１１０は、保
持筐体１０５に固定される。保持筐体１０５は、少なくとも内視鏡１０の軸線Ａ１に沿う
方向の両端部に端面部１０５ａ，１０５ｂを有し、それぞれの端面部１０５ａ，１０５ｂ
には、軸線Ａ１を含む中心部に開口部１０６ａ，１０６ｂが設けられている（図３には開
口部１０６ｂは図示されていない）。ただし、保持筐体１０５の形態は、かかる例に限定
されない。
【００６５】
　駆動部１１０は、軸線Ａ１を含む中心部に軸線Ａ１に沿う開口部を有する中空形状をな
す。駆動部１１０の開口部と、保持筐体１０５の開口部１０６ａ，１０６ｂとは、ともに
軸線Ａ１を中心に設けられている。かかる保持筐体１０５の開口部１０６ａ，１０６ｂと
、駆動部１１０の開口部とには、内視鏡１０の鏡筒１３が挿入される。図３に示した保持
機構１００に保持された内視鏡１０は硬性鏡であり、内視鏡１０の鏡筒１３は、先端側か
ら保持機構１００内に挿入される。
【００６６】
　かかる保持機構１００の駆動部１１０には、内視鏡１０を軸線Ａ１の軸回りに回動させ
る回転駆動部と、内視鏡１０を軸線Ａ１の方向に沿って直線運動させる直動駆動部とが備
えられる。回転駆動部及び直動駆動部は、アーム制御装置５０４５からの制御指令により
駆動され、内視鏡１０が軸線Ａ１の軸回りに回転可能であり、かつ、軸線Ａ１の方向に沿
って直動可能となっている。したがって、内視鏡１０は、鏡筒１３を包囲して配置される
２自由度の駆動部１１０により、撮像方向が制御される。
【００６７】
　図４は、内視鏡１０を保持した保持機構１００における、軸線Ａ１を含む断面を示した
模式図である。図６は、内視鏡１０を保持した保持機構１００における、図４のＩ－Ｉの
位置に対応する保持機構１００の断面を示した模式図であり、図５は、内視鏡１０を保持
した保持機構１００における、図４のＩＩ－ＩＩの位置に対応する保持機構１００の断面
を示した模式図である。
【００６８】
　保持機構１００の駆動部１１０は、筐体１２０の内部に、直動駆動部１３０及び回転駆
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動部１５０を備える。筐体１２０は円筒形状を有し、保持筐体１０５に固定される。筐体
１２０の内部において、直動駆動部１３０及び回転駆動部１５０は、直動駆動部１３０に
よる直線運動の方向となる軸線Ａ１に沿って直列に配置される。直動駆動部１３０は内視
鏡１０の基端側に配置され、回転駆動部１５０は内視鏡１０の先端側に配置されている。
直動駆動部１３０と回転駆動部１５０との配置位置は逆であってもよい。本実施形態にか
かる保持機構１００では、直動駆動部１３０及び回転駆動部１５０がそれぞれ超音波モー
タにより構成される。
【００６９】
　駆動部１１０は、軸線Ａ１を含む中心部において内視鏡１０の鏡筒１３を周囲から保持
する保持部１７３を有する。保持された内視鏡１０の鏡筒１３の周囲に、直動駆動部１３
０及び回転駆動部１５０が配置されている。本実施形態にかかる治具保持装置においては
、内視鏡１０の鏡筒１３を保持する機能は、主として回転駆動部１５０が担っている。こ
のため、回転駆動部１５０内の中空の部分が保持部１７３として構成される。
【００７０】
　＜２－２．回転駆動部＞
　回転駆動部１５０は、超音波モータにより構成されている。回転駆動部１５０は、可動
子１５８と、圧電体１５４及び金属体１５５を有する固定子１５６と、予圧機構１５２と
を備える。可動子１５８、固定子１５６、及び予圧機構１５２は、軸線Ａ１を中心に略同
心円状に設けられ、可動子１５８、固定子１５６及び予圧機構１５２の順に中心側から外
側に向けて配置される。
【００７１】
　図５に示したように、可動子１５８、固定子１５６及び予圧機構１５２は、軸線Ａ１の
軸回りに２７０度の範囲に設けられる。これらの各部材が設けられる範囲は２７０度に限
られず、適宜の範囲に設定され得る。ただし、回転駆動部１５０の中空部分で内視鏡１０
を保持させるためには、軸線Ａ１の軸回りに少なくとも１８０度を超える範囲に回転駆動
部１５０が設けられてもよい。また、回転駆動部１５０により内視鏡１０をプラスマイナ
ス１８０度の範囲に軸回転させるためには、軸線Ａ１の軸回りに少なくとも２７０度を超
える範囲に回転駆動部１５０が設けられてもよい。
【００７２】
　回転駆動部１５０を構成する可動子１５８、固定子１５６及び予圧機構１５２のうち、
最も中心側に配置される可動子１５８の内周部には、ドレープ１０８を介して内視鏡１０
の鏡筒１３が保持されている。可動子１５８の内周部は、内視鏡１０を保持する保持部１
７３として機能する。本実施形態においては、内視鏡１０の鏡筒１３の外周に固定部材１
８が装着され、かかる固定部材１８を介して、鏡筒１３が可動子１５８に保持される。ド
レープ１０８は、例えばビニル樹脂等により形成されたドレープ挟持体１７７に挟持され
て、可動子１５８と鏡筒１３との間に配置される。ドレープ１０８を挟持するドレープ挟
持体１７７は、鏡筒１３の全周を包囲する筒状を有する。なお、かかるドレープ挟持体１
７７は省略されてもよい。
【００７３】
　回転駆動部１５０の予圧機構１５２は、可動子１５８の内周部に挿入される鏡筒１３を
保持するための所定の予圧を発生させる。回転駆動部１５０は、軸線Ａ１の軸回りの全周
に連なっておらず、軸回りの２７０度の範囲に設けられていることから（図５を参照）、
予圧によって回転駆動部１５０がわずかに内周側に撓み、内視鏡１０の鏡筒１３が保持さ
れる。予圧機構１５２が発生する予圧は、回転駆動部１５０による鏡筒１３の回転を停止
させたときのブレーキ力にもなり得る。予圧機構１５２は、例えば、コイルばね、板ばね
、弾性ゴム、又は、弾性樹脂等を用いて構成される。各図において、予圧機構１５２は模
式的に層状に示されているが、実際には、層状に形成されていなくてもよい。
【００７４】
　ただし、支持アーム装置が、内視鏡１０等を支持する医療用の装置である場合、内視鏡
１０等の治具を患者の体腔内に挿入した状態で、支持アーム装置等の故障が発生した場合
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には、治具を体腔内から速やかに引き抜く必要がある。この場合、図７に示すように、ユ
ーザの手によって、内視鏡１０を速やかに引き抜くことができることが望ましい。このた
め、予圧機構１５２の予圧による内視鏡１０の保持力は、ユーザの手によって内視鏡１０
を引き抜くことのできる程度の力であることが望ましい。一方、保持力が小さい場合には
、回転駆動部１５０あるいは直動駆動部１３０による駆動制御を停止させたときのブレー
キ力が不十分になるおそれがある。例えば、内視鏡１０の重量を５００ｇ、かつ、固定部
材１８と保持機構１００との間の摩擦係数を０．５とした場合、内視鏡１０を保持する保
持力は、１０～２０Ｎの範囲内の値とすることができる。ユーザが、手動で内視鏡１０を
保持機構１００から引き抜くことができるようにするためには、保持力の上限値は、例え
ば１００Ｎ程度とすることができる。
【００７５】
　可動子１５８は、例えば金属材料により構成される。可動子１５８は、内周部に内視鏡
１０の鏡筒１３を保持する。可動子１５８は、外周面において固定子１５６と当接する。
可動子１５８と固定子１５６とは、予圧機構１５２により付与される予圧により、比較的
高い圧力で接する。したがって、回転駆動部１５０への通電を停止している状態において
も比較的大きな保持力で可動子１５８及び内視鏡１０が保持される。かかる保持力は、回
転駆動部１５０への通電を停止した場合のブレーキ力となり得る。このため、ブレーキ機
構が省略され、小型のアクチュエータとすることができる。
【００７６】
　固定子１５６は、圧電体１５４及び金属体１５５を有する。圧電体１５４は、例えば圧
電セラミックが用いられ、可動子１５８と接する金属体１５５上に固定されて配置される
。図中、圧電体１５４は、層状に示されているが、実際には、周方向に分割された複数個
の圧電部材が金属体１５５上に配置されている。個々の圧電部材は、電圧が印加されるこ
とによって変形する。具体的には、圧電部材は、電圧が印加されたときに径方向に伸長し
、電圧の印加が停止されたときに径方向に収縮する。
【００７７】
　金属体１５５は、周方向に分割された櫛歯を有する櫛歯状となっている。個々の圧電部
材は、個々の櫛歯に対応する位置に固定されている。したがって、個々の圧電部材の伸縮
に応じて、個々の櫛歯が可動子１５８に向けて進退する。このとき、圧電部材の変形は、
金属体１５５で増幅されて、可動子１５８に伝搬される。かかる回転駆動部１５０では、
圧電体１５４に高周波電圧を印加することにより、個々の圧電部材が周方向に沿って順次
伸縮し、金属体１５５の表面が波状に変形する。この波の頂点は進行波として周方向に移
動し、固定子１５６と接している可動子１５８を、摩擦力によって、進行波の進行方向の
反対方向へと回転させる。
【００７８】
　可動子１５８の回転による摩耗を抑制するために、互いに接触する可動子１５８の外周
面と固定子１５６の内周面との少なくとも一方に、摺動部材が設けられてもよい。
【００７９】
　軸線Ａ１に沿う方向の回転駆動部１５０の長さは、少なくとも直動駆動部１３０による
直動範囲の大きさよりも大きくされてもよい。これにより、内視鏡１０の軸方向位置にか
かわらず、回転駆動部１５０により、内視鏡１０を回転させることができる。同様の理由
により、内視鏡１０に装着される固定部材１８は、直動駆動部１３０によって内視鏡１０
の位置が変化した場合であっても、少なくとも一部が回転駆動部１５０の内周部に配置さ
れるように長さが設定されるとよい。
【００８０】
　＜２－３．直動駆動部＞
　直動駆動部１３０は、超音波モータにより構成される。直動駆動部１３０は、可動子１
３８と、圧電体１３４及び金属体１３５を有する固定子１３６と、予圧機構１３２とを備
える。可動子１３８、固定子１３６及び予圧機構１３２は、軸線Ａ１を中心に略同心円状
に設けられ、可動子１３８、固定子１３６及び予圧機構１３２の順に中心側から外側に配
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置される。図６に示したように、可動子１３８、固定子１３６及び予圧機構１３２は、軸
線Ａ１の軸回りに１２０度の範囲に設けられる。ただし、これらの各部材が設けられる範
囲は１２０度に限られず、適宜の範囲に設定され得る。
【００８１】
　直動駆動部１３０を構成する可動子１３８、固定子１３６及び予圧機構１３２のうち、
最も中心側に配置される可動子１３８の内周側には、ドレープ１０８を介して内視鏡１０
の鏡筒１３が保持されている。本実施形態においては、内視鏡１０の鏡筒１３の外周に固
定部材１８が装着され、かかる固定部材１８を介して、鏡筒１３が可動子１３８に保持さ
れる。ドレープ１０８は、例えばビニル樹脂等により形成されたドレープ挟持体１７５に
挟持されて、可動子１３８と鏡筒１３との間に配置される。ドレープ１０８を挟持するド
レープ挟持体１７５は、鏡筒１３の全周を包囲する筒状を有する。かかるドレープ挟持体
１７５は省略されてもよい。
【００８２】
　直動駆動部１３０の予圧機構１３２は、可動子１３８の内周部を鏡筒１３に押し付ける
ための所定の予圧を発生させる。直動駆動部１３０は、軸線Ａ１の軸回りの全周に連なっ
ておらず、軸回りの１２０度の範囲に設けられていることから、予圧によって直動駆動部
１３０がわずかに内周側に撓み、可動子１３８が内視鏡１０の鏡筒１３の外周面に対して
所定の押圧力で押し付けられる。予圧機構１３２が発生する予圧は、直動駆動部１３０に
よる鏡筒１３の直動を停止させたときのブレーキ力にもなり得る。予圧機構１３２は、回
転駆動部１５０の予圧機構１５２と同様に、例えば、コイルばね、板ばね、弾性ゴム、又
は、弾性樹脂等を用いて構成される。各図において、予圧機構１３２は模式的に層状に示
されているが、実際には、層状に形成されていなくてもよい。
【００８３】
　可動子１３８は、例えば金属材料により構成される。可動子１３８は、内周部に内視鏡
１０の鏡筒１３を保持する。可動子１３８は、外周面において固定子１３６と当接する。
可動子１３８と固定子１３６とは比較的高い圧力で接する。したがって、直動駆動部１３
０への通電を停止している状態においても比較的大きな押圧力で、可動子１３８及び内視
鏡１０が保持される。かかる押圧力は、直動駆動部１３０への通電を停止した場合のブレ
ーキ力となり得る。このため、ブレーキ機構が省略され、小型のアクチュエータとするこ
とができる。
【００８４】
　固定子１３６は、圧電体１３４及び金属体１３５を有する。圧電体１３４は、例えば圧
電セラミックが用いられ、可動子１３８と接する金属体１３５上に固定されて配置される
。図中、圧電体１３４は、層状に示されているが、実際には、軸線Ａ１の方向に沿って分
割された複数個の圧電部材が金属体１３５上に配置されている。個々の圧電部材は、電圧
が印加されることによって変形する。具体的には、圧電部材は、電圧が印加されたときに
径方向に伸長し、電圧の印加が停止されたときに径方向に収縮する。
【００８５】
　金属体１３５は、軸線Ａ１の方向に分割された櫛歯を有する櫛歯状となっている。個々
の圧電部材は、個々の櫛歯に対応する位置に固定されている。したがって、個々の圧電部
材の伸縮に応じて、個々の櫛歯が可動子１３８に向けて進退する。このとき、圧電部材の
変形は、金属体１３５で増幅されて、可動子１３８に伝搬される。かかる直動駆動部１３
０では、圧電体１３４に高周波電圧を印加することにより、個々の圧電部材が軸線Ａ１の
方向に沿って順次伸縮し、金属体１３５の表面が波状に変形する。この波の頂点は進行波
として軸線Ａ１の方向に移動し、固定子１３６と接している可動子１３８を、摩擦力によ
って、進行波の進行方向の反対方向へと回転させる。
【００８６】
　直動駆動部１３０においても、可動子１３８の回転による摩耗を抑制するために、互い
に接触する可動子１３８の外周面と固定子１３６の内周面との少なくとも一方に、摺動部
材が設けられてもよい。
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【００８７】
　軸線Ａ１に沿う方向の直動駆動部１３０の長さは、内視鏡１０の直動範囲の大きさに応
じて適宜選択され得る。例えば、内視鏡１０の軸方向の位置を大きく移動させる場合には
、支持アーム装置のアームの姿勢を制御することとし、内視鏡１０の軸方向の位置をわず
かに移動させる場合に直動駆動部１３０を用いることとするのであれば、直動駆動部１３
０の長さは、５０～１００ｍｍであってもよい。これにより、保持機構１００を大型化す
ることなく、内視鏡１０の位置の微細な調整を、アームの姿勢を維持したままで行うこと
ができる。
【００８８】
　＜２－４．清潔域及び不潔域＞
　本実施形態にかかる支持アーム装置の保持機構１００では、内視鏡１０が脱着可能にな
っている。このとき、内視鏡１０を脱着する場合に、内視鏡１０の鏡筒１３の先端が保持
機構１００の内部構造に触れて汚れることを防ぐために、患者の体腔内に挿入される内視
鏡１０が存在する清潔域と、保持機構１００の内部構造が存在する不潔域とを区分可能に
なっている。
【００８９】
　図８は、支持アーム装置の保持機構１００の近傍における清潔域及び不潔域を示す模式
図である。本実施形態にかかる支持アーム装置では、内視鏡１０の鏡筒１３に固定部材１
８が装着され、当該固定部材１８の外周面が保持機構１００の保持部１７３に脱着可能に
保持される。固定部材１８と、直動駆動部１３０の可動子１３８及び回転駆動部１５０の
可動子１５８との間には、ドレープ挟持体１７５，１７７に挟持されたドレープ１０８が
介在し、保持機構１００の駆動部１１０を構成する各部材と内視鏡１０とが区画され得る
。したがって、保持機構１００はより清潔に保たれる。
【００９０】
　固定部材１８は、金属（軽金属を含む）等の滅菌容易な材料により構成され、保持する
内視鏡１０等の治具を取り換える場合であっても、清潔度を担保し得る。これにより、保
持機構１００に保持される対象の治具が、滅菌可能な材料により構成され得るため、清潔
域の清潔度が保たれやすくなる。あるいは、固定部材１８は、使用後に廃棄される安価な
ディスポーザブル部品であってもよい。固定部材１８がディスポーザブル部品である場合
には、保持させる内視鏡１０等の治具を取り換える場合に、その都度、清潔な固定部材１
８を使用することができ、清潔度を担保し得る。
【００９１】
　＜２－５．位置決め機構＞
　本実施形態にかかる支持アーム装置において、保持機構１００に、内視鏡１０の保持位
置を規定するための位置決め機構が設けられていてもよい。位置決め機構が設けられるこ
とにより、内視鏡１０を保持機構１００に対してあらかじめ決められた位置に配置するこ
とができる。したがって、支持アーム装置による内視鏡１０の位置の調節を、より精度よ
く行うことができる。
【００９２】
　図９は、位置決め機構の構成例を示す模式図であり、回転駆動部１５０の可動子１５８
と固定部材１８とに設けられた位置決め機構を示している。かかる位置決め機構は、係止
部としての位置決めピン１９５と、位置決めピン１９５が係合される係合部としての係合
溝１９１とにより構成される。
【００９３】
　位置決めピン１９５は、固定部材１８の外周面に設けられたピン保持溝１９３の内部に
配置され、コイルばね等の付勢部材１９７により、外周方向に付勢されつつ保持される。
また、係合溝１９１は、位置決めピン１９５が進入可能な大きさに開口して、可動子１５
８の内周面に形成される。可動子１５８と固定部材１８との間に、ドレープ挟持体１７７
に挟持されたドレープ１０８が介在する場合、ドレープ挟持体１７７は、係合溝１９１の
形状に対応する凸部（あるいは凹部）を有してもよい。かかる位置決め機構により、固定
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部材１８が装着された内視鏡１０が保持機構１００の保持部１７３に挿入され、位置決め
ピン１９５が係合溝１９１に係合することにより、内視鏡１０が既定の位置に保持され得
る。
【００９４】
　図１０は、内視鏡１０を保持機構１００に取り付ける様子を示している。内視鏡１０を
保持機構１００に取り付ける場合、鏡筒１３及び固定部材１８を保持部１７３に挿入する
ことに伴って、位置決めピン１９５が可動子１５８の内周面のエッジに当接し、ピン保持
溝１９３内に後退する。このとき、位置決めピン１９５における、挿入方向前方側の面が
挿入方向後方側に傾斜していてもよい。位置決めピン１９５がかかる傾斜面を有すること
により、固定部材１８の挿入に伴って、可動子１５８の内周面のエッジによって、位置決
めピン１９５がピン保持溝１９３内に向けて押し下げられやすくなる。
【００９５】
　また、ドレープ１０８がドレープ挟持体１７７により挟持されていることから、ドレー
プ１０８が保持部１７３内でずれたり、撓んだりしにくくなっている。これにより、鏡筒
１３及び固定部材１８の挿入が容易になっている。そして、位置決めピン１９５が係合溝
１９１と対向する位置まで固定部材１８及び鏡筒１３が移動したときに、付勢部材１９７
の付勢力によって位置決めピン１９５が、係合溝１９１内に進入して係合する。これによ
り、内視鏡１０が、あらかじめ定められた位置で保持される。
【００９６】
　また、図１１は、内視鏡１０を保持機構１００から取り外す様子を示している。内視鏡
１０を保持機構１００から取り外す場合、鏡筒１３及び固定部材１８を基端側から引くこ
とに伴って、位置決めピン１９５が、係合溝１９１のエッジに当接し、ピン保持溝１９３
内に後退する。このとき、位置決めピン１９５における、挿入方向後方側の面が挿入方向
前方側に傾斜していてもよい。位置決めピン１９５がかかる傾斜面を有することにより、
固定部材１８の移動に伴って、係合溝１９１のエッジによって、位置決めピン１９５がピ
ン保持溝１９３内に向けて押し下げられやすくなる。
【００９７】
　また、ドレープ１０８がドレープ挟持体１７７により挟持されていることから、ドレー
プ１０８が保持部１７３内でずれにくくなっている。これにより、鏡筒１３及び固定部材
１８の引き抜きが容易になっている。
【００９８】
　なお、ドレープ１０８を挟持するドレープ挟持体１７７が、係合溝１９１に対応する凸
部を有することにより、位置決めピン１９５が係合溝１９１に係合した状態において、ド
レープ１０８に外力が加わって引っ張られたときに、ドレープ１０８が伸長することによ
って位置決めピン１９５が押し下げられることを防ぐことができる。
【００９９】
　位置決めピン１９５及び係合溝１９１の数は特に限定されない。位置決めピン１９５及
び係合溝１９１の数は、１つでもよいし、複数でもよい。また、位置決めピン１９５及び
係合溝１９１の平面形状（径方向から見た形状）は特に限定されない。位置決めピン１９
５及び係合溝１９１の平面形状は、円形、矩形、楕円形、その他の任意の形状であってよ
い。
【０１００】
　なお、固定部材１８を用いずに、内視鏡１０の鏡筒１３を保持部１７３に保持させる場
合には、鏡筒１３の外周面に位置決めピン１９５を設けてもよい。また、ドレープ１０８
及びドレープ挟持体１７５，１７７を用いない場合には、位置決めピン１９５を可動子１
５８側に設け、係合溝１９１を固定部材１８又は鏡筒１３側に設けてもよい。
【０１０１】
　＜２－６．ワーキングスペースの拡大＞
　図１２は、本実施形態にかかる治具保持装置１を内視鏡観察装置の支持アーム装置とし
て使用した場合に、ワーキングスペースが拡大されることを示す説明図である。上述のと
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おり、本実施形態にかかる治具保持装置１は、保持機構１００に、超音波モータからなる
直動駆動部１３０及び回転駆動部１５０を備え、中空状に構成された回転駆動部１５０の
中空の部分に内視鏡１０が保持される。これにより、内視鏡１０の鏡筒１３を包囲するよ
うに駆動部１１０が配置され、支持アーム装置の先端部の構成が簡略化される。これによ
り、治具保持装置１の先端部の近傍においてワーキングスペースが確保される。
【０１０２】
　比較のため、図１３に、参考例による内視鏡観察装置３０１を示す。内視鏡観察装置３
０１の保持機構３００は、内視鏡３１０を保持しつつ内視鏡３１０を軸回りに回転させる
回転駆動部３１２及び内視鏡３１０を軸方向に直線運動させる直動駆動部３１４とを備え
る。回転駆動部３１２及び直動駆動部３１４を駆動する駆動部３１６は、保持機構３００
から離れた位置に設けられ、ベルトやプーリ等により構成される動力伝達機構３１８を介
して回転駆動部３１２及び直動駆動部３１４に駆動力を伝達する。また、理解を容易にす
るために、これらの保持機構３００、駆動部３１６及び動力伝達機構３１８は、図１２に
示した支持アーム装置と類似の構成の支持アーム装置の先端に設けられている。
【０１０３】
　参考例による内視鏡観察装置３０１は、保持機構３００、駆動部３１６及び動力伝達機
構３１８が配置されるスペースが比較的大きくなる。これに対して、本実施形態にかかる
治具保持装置１を用いた場合には、動力伝達機構が省略され、かつ、駆動部１１０が保持
機構１００と一体化されているため、駆動部１１０及び保持機構１００が全体的に小型化
されている。したがって、治具保持装置１の先端部の周囲のワーキングスペースが拡大さ
れる。このため、術中において、術者や助手等が作業をしやすくなる。また、ワーキング
スペースの拡大により、術者や助手等の視界が確保されやすくなる。さらには、拡大され
たワーキングスペースを、手術に用いられる他の機材の配置スペースとして活用すること
もできる。
【０１０４】
　以上説明したように、第１の実施の形態にかかる治具保持装置１では、超音波モータに
より構成された直動駆動部１３０及び回転駆動部１５０を含む駆動部１１０の内部に設け
られた保持部１７３で内視鏡１０の鏡筒１３が保持される。直動駆動部１３０及び回転駆
動部１５０は、鏡筒１３の軸方向、つまり、直動駆動部１３０による直線運動の方向に沿
って直列に配置されている。かかる治具保持装置１では、保持機構１００と駆動部１１０
とが一体化されるため、保持機構１００を小型化することができる。また、駆動部１１０
の内部で内視鏡１０が保持されるため、動力伝達機構が省略され、保持機構１００を小型
化することができる。また、直動駆動部１３０及び回転駆動部１５０がそれぞれ超音波モ
ータにより構成されていることから、ブレーキ機構が省略され、保持機構１００を小型化
することができる。これにより、治具保持装置１の先端部が軽量化され、アクチュエータ
やアーム部への負荷を低減することができる。また、治具保持装置１の先端部の周囲のス
ペースが拡大され、作業性又は操作性が向上するとともに、術者等の視野が確保されやす
くなる。
【０１０５】
　また、本実施形態にかかる治具保持装置１では、予圧機構１３２，１５２により生成さ
れる内視鏡１０の保持力が、ユーザにより内視鏡１０を引き抜くことができる大きさに設
定されている。したがって、支持アーム装置の故障時等、緊急時においては、ユーザの手
によって、速やかに内視鏡１０を取り外して、内視鏡１０を患者の体内から抜き出すこと
ができる。
【０１０６】
　また、本実施形態にかかる治具保持装置１では、保持部１７３が、ドレープ１０８を介
して内視鏡１０の鏡筒１３を保持している。したがって、不潔域と清潔域とが区画される
ため、患者の体内に挿入される内視鏡１０を清潔に保つことができる。
【０１０７】
　また、本実施形態にかかる治具保持装置１では、内視鏡１０の鏡筒１３に、金属材料又
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はディスポーザル部品からなる固定部材１８が装着され、保持部１７３は、当該固定部材
１８を介して内視鏡１０を保持している。したがって、内視鏡１０の使用時において、鏡
筒１３を常時清潔に保つことができる。
【０１０８】
　また、本実施形態にかかる治具保持装置１は、内視鏡１０を保持機構１００に対してあ
らかじめ決められた位置に保持させるための位置決め機構を有する。したがって、支持ア
ーム装置の制御による内視鏡１０の位置の調節を、精度よく行うことができる。
【０１０９】
＜＜３．第２の実施の形態＞＞
　次に、本開示の第２の実施の形態にかかる治具保持装置の構成例について詳細に説明す
る。本実施形態にかかる治具保持装置では、直動駆動部として超音波モータの代わりにリ
ニアモータが用いられ、回転駆動部として超音波モータの代わりにダイレクトドライブ式
の電磁モータが用いられている。以下、本実施形態にかかる治具保持装置の駆動部１１０
について、第１の実施の形態にかかる駆動部１１０と異なる点を中心に説明する。
【０１１０】
　図１４は、内視鏡１０を保持した保持機構１００における、軸線Ａ１を含む断面を示し
た模式図である。図１６は、内視鏡１０を保持した保持機構１００における、図１４のＩ
ＩＩ－ＩＩＩの位置に対応する保持機構１００の断面を示した模式図であり、図１５は、
図１４のＩＶ－ＩＶの位置に対応する保持機構１００の断面を示した模式図である。
【０１１１】
　かかる保持機構１００の駆動部１１０には、内視鏡１０を軸線Ａ１の軸回りに回動させ
る回転駆動部２５０と、内視鏡１０を軸線Ａ１の方向に沿って直線運動させる直動駆動部
２３０とが備えられる。回転駆動部２５０及び直動駆動部２３０は、アーム制御装置５０
４５からの制御指令により駆動され、内視鏡１０が軸線Ａ１の軸回りに回転可能であり、
かつ、軸線Ａ１の方向に沿って直動可能となっている。したがって、内視鏡１０は、鏡筒
１３を包囲して配置される２自由度の駆動部１１０により、撮像方向が制御される。
【０１１２】
　駆動部１１０は、軸線Ａ１を含む中心部において内視鏡１０の鏡筒１３を周囲から保持
する保持部１７３を有する。保持された内視鏡１０の鏡筒１３の周囲に、直動駆動部２３
０及び回転駆動部２５０が配置されている。本実施形態にかかる治具保持装置においては
、内視鏡１０の鏡筒１３を保持する機能は、主として回転駆動部２５０が担っている。こ
のため、回転駆動部２５０内の中空の部分が保持部１７３として構成される。
【０１１３】
　＜３－１．回転駆動部＞
　回転駆動部２５０は、ダイレクトドライブ式の電磁モータを用いて構成されている。回
転駆動部２５０は、可動子としてのマグネット（永久磁石）２５４と、固定子としてのコ
イル部２５２とを備える。マグネット２５４及びコイル部２５２は、軸線Ａ１を中心に略
同心円状に設けられ、マグネット２５４、コイル部２５２の順に中心側から外側に配置さ
れる。図１５に示したように、マグネット２５４及びコイル部２５２は、軸線Ａ１の軸回
りに全周に渡って設けられる。
【０１１４】
　マグネット２５４は、周方向に正極及び負極を交互に配置した複数の磁石を有する。ま
た、コイル部２５２は、周方向に沿って配列された複数のコイルを有する。マグネット２
５４とコイル部２５２との間には間隙が設けられている。複数のコイルは、供給される電
流の向きによって、マグネット２５４側に正極又は負極の磁力を発生させる。したがって
、コイル部２５２の各コイルに対して、隣り合うコイルの磁極を異ならせつつ、各コイル
の磁極変化を繰り返すことにより、マグネット２５４が回転する。
【０１１５】
　マグネット２５４の内周部には、第１のスライダ２５６が設けられている。第１のスラ
イダ２５６は、ドレープ挟持体１７７によって挟持されたドレープ１０８を介して、鏡筒
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１３に装着された固定部材１８を保持する。マグネット２５４及び第１のスライダ２５６
の当接面には、互いに嵌まり合う凹凸部が設けられている。回転駆動部２５０においては
、凹凸部は、軸線Ａ１と平行に設けられている。したがって、マグネット２５４と第１の
スライダ２５６とは周方向に相対移動できず、軸線Ａ１の軸回りにマグネット２５４が回
転する場合には、第１のスライダ２５６も回転する。一方、直動駆動部２３０によって内
視鏡１０を軸線Ａ１に沿って直線運動させる場合には、凹凸部の方向に沿って第１のスラ
イダ２５６とマグネット２５４との相対移動が許容される。
【０１１６】
　なお、回転駆動部２５０が電磁モータにより構成される場合、予圧機構を設けることが
できないことから、例えば、内視鏡１０の保持位置を規定する位置決め機構を利用するこ
とにより、固定部材１８と第１のスライダ２５６とを係合させてもよい。これにより、内
視鏡１０が保持機構１００から抜け落ちることを防ぐことができる。
【０１１７】
　＜３－２．直動駆動部＞
　直動駆動部２３０は、リニアモータを用いて構成されている。直動駆動部２３０は、可
動子としてのコイル部２３６と、ガイド機構２３４と、固定子としてのマグネット２３２
とを備える。コイル部２３６、ガイド機構２３４及びマグネット２３２は、軸線Ａ１を中
心に略同心円状に設けられ、コイル部２３６、ガイド機構２３４、マグネット２３２の順
に中心側から外側に配置される。図１６に示したように、コイル部２３６、ガイド機構２
３４及びマグネット２３２は、軸線Ａ１の軸回りに１２０度の範囲に設けられる。
【０１１８】
　マグネット２３２は、軸線Ａ１の方向に沿って正極及び負極を交互に配置した複数の磁
石を有する。また、コイル部２３６は、軸線Ａ１の方向に沿って配列された複数のコイル
を有する。複数のコイルは、供給される電流の向きによって、マグネット２３２側に正極
又は負極の磁力を発生させる。したがって、コイル部２３６の各コイルに対して、隣り合
うコイルの磁極を異ならせつつ、各コイルの磁極変化を繰り返すことにより、コイル部２
３６が軸線Ａ１に沿って移動する。
【０１１９】
　ガイド機構２３４は、コイル部２３６の移動方向が軸線Ａ１に沿うようにガイドする機
能を有する。例えば、ガイド機構２３４は、コイル部２３６に対向する面に、軸線Ａ１の
方向に沿うレール部を有し、マグネット２３２に固定されていてもよい。この場合、コイ
ル部２３６は、レール部に嵌め合わされるガイド溝を有し、ガイド溝がレール部に沿って
移動することによって、コイル部２３６が軸線Ａ１に沿って移動する。あるいは、ガイド
機構２３４は、マグネット２３２に対向する面に、軸線Ａ１の方向に沿うレール部を有し
、コイル部２３６に固定されていてもよい。この場合、マグネット２３２は、レール部に
嵌め合わされるガイド溝を有し、レール部がガイド溝に沿って移動することによって、コ
イル部２３６が軸線Ａ１に沿って移動する。なお、レール部及びガイド溝を設ける位置が
逆になっていてもよい。
【０１２０】
　コイル部２３６の内周部には、第２のスライダ２３８が設けられている。第２のスライ
ダ２３８は、ドレープ挟持体１７７によって挟持されたドレープ１０８を介して、鏡筒１
３に装着された固定部材１８を保持する。コイル部２３６及び第２のスライダ２３８の当
接面には、互いに嵌まり合う凹凸部が設けられている。直動駆動部２３０においては、凹
凸部は、周方向に沿って設けられている。したがって、軸線Ａ１の方向に沿ってコイル部
２３６が移動する場合には、第２のスライダ２３８も移動する。一方、回転駆動部２５０
によって内視鏡１０を軸線Ａ１の軸回りに回転させる場合には、第２のスライダ２３８と
コイル部２３６との周方向への相対移動が許容される。
【０１２１】
　以上説明したように、第２の実施の形態にかかる治具保持装置では、リニアモータによ
り構成された直動駆動部２３０及び電磁モータにより構成された回転駆動部２５０を含む
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駆動部１１０の内部に設けられた保持部１７３で内視鏡１０の鏡筒１３が保持される。直
動駆動部２３０及び回転駆動部２５０は、鏡筒１３の軸方向、つまり、直動駆動部２３０
による直線運動の方向に沿って直列に配置されている。かかる治具保持装置１では、保持
機構１００と駆動部１１０とが一体化されるため、保持機構１００を小型化することがで
きる。また、駆動部１１０の内部で内視鏡１０が保持されるため、動力伝達機構が省略さ
れ、保持機構１００を小型化することができる。これにより、治具保持装置の先端部が軽
量化され、アクチュエータやアーム部への負荷を低減することができる。また、治具保持
装置１の先端部の周囲のスペースが拡大され、作業性又は操作性が向上するとともに、術
者等の視野が確保されやすくなる。
【０１２２】
　また、本実施形態にかかる治具保持装置では、保持部１７３が、ドレープ１０８を介し
て内視鏡１０の鏡筒１３を保持している。したがって、不潔域と清潔域とが区画されるた
め、患者の体内に挿入される内視鏡１０を清潔に保つことができる。
【０１２３】
　また、本実施形態にかかる治具保持装置１では、内視鏡１０の鏡筒１３に、金属材料又
はディスポーザル部品からなる固定部材１８が装着され、保持部１７３は、当該固定部材
１８を介して内視鏡１０を保持している。したがって、内視鏡１０の使用時において、鏡
筒１３を常時清潔に保つことができる。
【０１２４】
　以上、添付図面を参照しながら本開示の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
開示の技術的範囲はかかる例に限定されない。本開示の技術分野における通常の知識を有
する者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変更
例または修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても、当然に本開示の技
術的範囲に属するものと了解される。また、上記各実施形態で説明した構成例は、相互に
適宜組み合わせて、あるいは、置換して構成し得る。
【０１２５】
　例えば、上記の各実施形態においては、保持機構１００の回転駆動部の中空部分に治具
（内視鏡）を保持させていたが、本技術はかかる例に限定されない。例えば、直動駆動部
を軸線Ａ１の軸回りに１８０度を超える範囲で設け、当該直動駆動部の中空部分に治具を
保持させてもよい。あるいは、直動駆動部及び回転駆動部双方の中空部分に治具を保持さ
せてもよい。この場合、予圧機構により発生させる保持力は、直動駆動部及び回転駆動部
の非駆動状態において、ユーザによって治具を取り外しできる保持力とされてもよい。
【０１２６】
　また、上記各実施形態においては、治具保持装置に保持させる治具として内視鏡が用い
られていたが、本技術はかかる例に限定されない。例えば、保持される治具は、鉗子又は
レトラクタ等の種々の治具であってもよい。
【０１２７】
　また、上記各実施形態においては、回転駆動部と直動駆動部とをそれぞれ個別のモータ
により構成していたが、本技術はかかる例に限定されない。例えば、治具の回転駆動部及
び直動駆動部が１つの超音波モータを用いて構成されてもよい。同様に、治具の回転駆動
部及び直動駆動部が１つの電磁モータを用いて構成されてもよい。
【０１２８】
　また、本明細書に記載された効果は、あくまで説明的または例示的なものであって限定
的ではない。つまり、本開示に係る技術は、上記の効果とともに、または上記の効果に代
えて、本明細書の記載から当業者には明らかな他の効果を奏しうる。
【０１２９】
　なお、以下のような構成も本開示の技術的範囲に属する。
（１）所定の治具を、当該治具の周囲から、脱着可能に保持する保持部と、前記保持部に
保持される前記治具の周囲に配置されて前記治具を直線運動させる直動駆動部と、を有す
る保持機構を備えた、治具保持装置。
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（２）前記保持機構が、前記保持部に保持される前記治具の周囲に配置されて前記直線運
動の方向に沿った軸線を中心に前記治具を回転運動させる回転駆動部を有する、前記（１
）に記載の治具保持装置。
（３）前記直動駆動部と前記回転駆動部とが前記直線運動の方向に沿って直列に配置され
る、前記（２）に記載の治具保持装置。
（４）前記保持機構が、前記保持部により前記治具を保持する際の保持力を付与する予圧
機構を備える、前記（１）～（３）のいずれか１項に記載の治具保持装置。
（５）前記保持力が、前記直動駆動部の非駆動状態において、ユーザによって前記治具を
取り外し可能な大きさである、前記（４）に記載の治具保持装置。
（６）前記保持部は、ドレープを介して前記治具を保持する、前記（１）～（５）のいず
れか１項に記載の治具保持装置。
（７）前記保持部による前記治具の保持位置を決める位置決め機構を備える、前記（１）
～（６）のいずれか１項に記載の治具保持装置。
（８）前記位置決め機構は、前記保持部の内周部及び前記治具の外周部のうちのいずれか
一方に設けられた係止部と、前記保持部の内周部及び前記治具の外周部のうちの他方に設
けられて前記係止部が係止可能な係合部と、を備える、前記（７）に記載の治具保持装置
。
（９）前記保持部は、前記治具に装着される固定部材を介して前記治具を保持する、前記
（１）～（７）のいずれか１項に記載の治具保持装置。
（１０）前記固定部材が、金属材料からなる、前記（９）に記載の治具保持装置。
（１１）前記固定部材が、前記治具に対して脱着可能である、前記（９）に記載の治具保
持装置。
（１２）前記保持部の内周部及び前記固定部材の外周部のうちのいずれか一方に設けられ
た係止部と、前記保持部の内周部及び前記固定部材の外周部のうちの他方に設けられて前
記係止部が係止可能な係合部と、を含む位置決め機構を備える、前記（９）～（１１）の
いずれか１項に記載の治具保持装置。
（１３）前記直動駆動部が、超音波モータである、前記（１）～（１２）のいずれか１項
に記載の治具保持装置。
（１４）前記回転駆動部が、超音波モータである、前記（２）～（１３）のいずれか１項
に記載の治具保持装置。
（１５）前記直動駆動部及び前記回転駆動部が、１つの超音波モータにより構成される、
前記（２）～（１４）のいずれか１項に記載の治具保持装置。
（１６）前記直動駆動部が、リニアモータである、前記（１）～（１２）のいずれか１項
に記載の治具保持装置。
（１７）前記回転駆動部が、電磁モータである、前記（１）～（１３）のいずれか１項に
記載の治具保持装置。
（１８）前記治具保持装置は、アーム部及び関節部を有する支持アーム装置であって、前
記支持アーム装置の姿勢の変化によって前記治具の位置が変化する、前記（１）～（１７
）のいずれか１項に記載の治具保持装置。
（１９）内視鏡と、前記内視鏡を、当該内視鏡の周囲から、脱着可能に保持する保持部と
、前記保持部に保持された前記内視鏡の周囲に設けられて前記内視鏡を直線運動させる直
動駆動部と、を有する保持機構を備えた、医療用観察装置。
【符号の説明】
【０１３０】
　１　　治具保持装置（支持アーム装置）
　１０　　内視鏡（治具）
　１３　　鏡筒
　１８　　固定部材
　１００　　保持機構
　１０５　　保持筐体
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　１０８　　ドレープ
　１１０　　駆動部
　１３０　　直動駆動部（超音波モータ）
　１３２　　予圧機構
　１３４　　圧電体
　１３５　　金属体
　１３６　　固定子
　１３８　　可動子
　１５０　　回転駆動部（超音波モータ）
　１５２　　予圧機構
　１５４　　圧電体
　１５５　　金属体
　１５６　　固定子
　１５８　　可動子
　１７３　　保持部
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